
 

 

第１５編 魚 礁

第 章 魚礁の基本的事項

魚礁の目的

魚礁の目的は、対象生物の漁獲の増大、操業の効率化及び保護育成を図ることを基本とする。

 
魚礁の要求性能

魚礁に共通する要求性能は、対象生物の分布・行動等の生態及び漁業の実態を考慮し、造成漁場

の効率的な利用や的確な管理が行われるよう適切であることとする。

 
魚礁とは、一般に天然礁と人工魚礁を指すが、本書においては、水産基盤整備事業で整備される人

工魚礁を単に魚礁と称する。 
魚礁は、設置海域の生物的な条件、波・流れ、地形、底質などの物理的条件、その海域で行われて

いる漁業の種類などによって、適切な施設の構造、材質、規模、配置などが異なるため、地域の特性

を考慮して照査を行うことを原則とする。 
 

性能照査の基本

機能と種類

魚礁の性能照査では、対象生物の生態及び、効率的な利用や管理に適した形状と大きさの組み合わ

せを評価するとともに、設置場所において適切に設定された波、流れ、風等の条件に対して魚礁の基

本形状が維持されるよう、部材及び魚礁全体の安全性を検討することを原則とする。 
魚礁には大別すると、海底に設置される重力式構造物である沈設魚礁と、海底に係留される浮体式

構造物である浮魚礁がある。 
 

照査の手順

魚礁の照査の手順は、図 15-1-1 のとおりである。 
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図 魚礁の照査の手順

 
① 造成規模の決定 
対象魚種について、計画漁獲量の魚類を蝟集、増殖させるために必要な魚礁の規模を決定する。 

② 設計条件の決定 
「本編第 2 章  沈設魚礁」及び「本編第 3 章  浮魚礁」を参照する。 

③ 魚礁の選定と配置の決定 
対象魚種、対象漁法、漁業形態、造成海域の自然条件と施工方法、材料特性等を考慮して、適

切な構造の魚礁を選定するとともに、適切な配置を決定する。 
④ 魚礁の安全性に関する性能照査 
「本編第 2 章  沈設魚礁」及び「本編第 3 章  浮魚礁」を参照する。 
魚礁の照査の手順のうち、「①造成規模の決定」、「②魚礁の選定の配置の決定」については、「人

工魚礁造成計画指針」1)を参照することができる。 
 
 
 

（参考文献） 
1) 沿岸漁場整備開発事業 人工魚礁造成計画指針，社団法人 全国沿岸漁業振興協会（2000），226p. 
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第 章 沈設魚礁

沈設魚礁の要求性能

沈設魚礁の要求性能は、構造形式に応じて、以下の要件を満たしていることとする。 
1.対象生物に対して蝟集効果を発揮できるよう、対象生物の生理・生態に合わせて、餌場、産卵場、

生息場等として機能できるよう適切なものとする。 
2.波、流れ等の作用に対して構造上安全なものとする。 
3.洗掘、埋没又は沈下により設計対象施設の機能が低下しないよう考慮する。

 
沈設魚礁には、主に物陰に隠れる性質のある魚介類の隠れ場や、小型の魚類が大型捕食魚から逃げ

込むための逃避場としての機能、魚礁の部材表面が付着生物の付着基質となったり、石材や多孔質等

の比表面積の大きい部材を用いることで潜孔性餌料生物が増殖したり、あるいは魚礁が流れを弱め、

遊泳力が比較的弱い動物プランクトンが蝟集する場を提供したり、デトリタス、泥・シルトなどの細

粒分が堆積し、その結果、多毛類や二枚貝類などの砂泥性底生動物が増殖したりする機能（餌料生産

機能）がある。沈設魚礁は、これらの機能を通じて、水産生物を増殖、蝟集させるが、後者の餌料生

産機能は、一般には魚礁設置後の経過年数とともに強化され、ある期間を経て「成熟」した魚礁にな

る。また、沈設魚礁による生物生産効果や水産生物の蝟集効果は、その設置場所の環境に依存する。

沈設魚礁の構造と規模を決定する際には、上記の魚礁の機能の発現機構を考慮するととともに、過去

又は近隣の事例に基づいた検討を行うことを原則とする。 
沈設魚礁が上述の機能を発揮、維持するためには、設計供用期間にわたりその形状と空間構造が維

持されることを標準とする。沈設魚礁は、一般に陸上で製作した魚礁を吊り上げて台船に載せ、船上

から吊り下ろして海底に設置される。大型の鋼製魚礁などの骨組構造物では、吊り上げ部位に非常に

大きい応力が生じるため、その応力に耐える十分な強度が必要である。また海底への設置では、波や

流れによって船や吊り下げた魚礁が動揺するため、着底時の衝撃的な力だけでなく、魚礁を接近して

配置する場合の魚礁同士の衝突は避けられず、それらに耐え得る強度も求められる。部材強度の比較

的弱い大型の骨組構造物では、波浪による繰り返し曲げ応力に対して強度が十分でなければ疲労破壊

したりする可能性もある。また、波・流れの作用による動揺、移動又は転倒による破損、砂地への埋

没によっても機能の低下が起こり得る。さらに、偶発的な網掛かりによって魚礁が移動、転倒又は破

損したり、網掛かりそのものがゴーストフィッシングの原因になったりすることも考えられる。沈設

魚礁の照査では、これらの可能性を考慮し、求められる機能を損なわないものとすることが望ましい。 
 

沈設魚礁の性能規定

沈設魚礁の性能規定は、以下に定めるとおりとする。 
1.対象生物に対して蝟集効果を発揮できるよう、対象生物の生理・生態に合わせて、餌場、産卵場、

生息場等として適切に配置され、かつ、所要の諸元を有すること。 
2.波、流れ等の作用に対して、沈設魚礁の滑動及び転倒等、構造の安定性が満足されること。 
3.製作時の吊荷重、設置時の着底衝撃力等の作用に対して、沈設魚礁を構成する部材に生じる応力

度が許容値以下であること。
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沈設魚礁の性能照査の基本

性能照査の手順

沈設魚礁の性能照査の手順は、前章「魚礁の基本的事項」の 1.3.2 を参照し、図 15-2-1 のとおり、

利用性に関する性能照査では、魚礁の選定と配置の決定を行い、安全性に関する性能照査では部材と

構造物全体の安全性の照査を行うことを原則とする。 

図 沈設魚礁の照査の手順

 
① 設計条件の決定 
本章「2.3.3 設計条件」を参照する。 

② 魚礁の選定と配置の決定 
本章「2.3.2 構造形式の設定」及び「2.4.1 利用性に関する性能照査」を参照する。 

③ 部材の安全性の照査 
本章「2.4.2 安全性に関する性能照査 (1) 部材の安全性の照査」を参照し、魚礁単体の構造設

計は、建設ヤード上での転置・仮置及びクレーン船への積込み時の吊り上げ状態、海底設置時を

想定し、全ての状況において構造上の安全性が確保できるよう、部材断面寸法を決定する。また、

魚礁単体の機能の向上を目的として取り付けられる部材については、その機能が十分に持続的に

発揮できるよう、適切な構造を決定する。 
④ 構造物全体の安全性の照査 
本章「2.4.2 安全性に関する性能照査 (2) 構造物全体の安全性の照査」を参照し、海底設置後

において魚礁単体の機能を確保するため、流体力による滑動及び転倒に対する検討を行い、安定

③ 部材の安全性の照査 
・吊り上げ時の検討 
（全体、部材） 

・着底時の検討 
（面着、稜着） 

・流体力に対する検討 
（鋼製魚礁の場合） 

④ 構造物全体の安全性の照査 
（滑動、転倒） 

② 魚礁の選定と配置の決定 
（構造形式の設定） 

① 設計条件の決定 

安全性に関する性能照査 

利用性に関する性能照査 
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性の確保に必要な魚礁単体の重量算定を行う。 
 

構造型式の設定

沈設魚礁には、一般に複数の魚礁単体を群として形成される。魚礁単体には型枠を用いてコンクリ

ート一体打ちで製作されるコンクリート製（正確には鉄筋コンクリート製であるが、本書においては

単にコンクリート製という。）魚礁、それらを接合した組立魚礁、鋼製部材からなる鋼製魚礁、及び複

数の材料から構成されるハイブリッド魚礁がある。 
高さが 20m を超える大型の魚礁は、一般に高層魚礁と呼ばれている。高層魚礁は主に鋼材で構成

されるが、構造の一部に小型のコンクリートブロックやコンクリート製魚礁を部材として組み入れて

いるハイブリッド形式のものもある。 
また、魚礁単体の設置方法には、魚礁単体を一定の間隔で面的に配置する方法と複数の魚礁単体を

一つの塊又は山積みに設置する方法がある。後者の方法では、魚礁単体としての照査に加えて、必要

に応じて設置形状を考慮した照査を行うのが望ましい。 
 

設計条件

（ ） 設計状況と作用

沈設魚礁の安全性の性能照査に用いる設計条件は、施工方法、設置場所の水理特性、海底の物理

条件及び漁業に応じた適切なものを設定することを原則とする。主な設計条件としては、設置時の

着底速度、波、流れ、海底の傾斜、底質を扱い、その他については必要に応じて検討することを原

則とする。 
沈設魚礁の施工では、吊り上げ時の荷重と設置時の着底衝撃力が考慮すべき重要な作用となる。

部材の安全性の照査では、それらを主要な作用として、構造耐力上の安全性を検討することを原則

とする。着底衝撃力を算定するためには、着底速度を適切に設定することを原則とする。 
構造物全体の安全性の照査では、流体力、重力、浮力及び魚礁が海底から受ける摩擦力を主な作

用として、沈設魚礁の安定性を検討することを原則とする。沈設魚礁は、海底に設置し、自重のみ

でその安定性を確保するもので、海底の傾斜、摩擦係数、底質などの海底の物理条件も重要な設計

条件となる。底質には、海底の凹凸、地盤反力、底質移動などの条件が含まれる。 
高層魚礁については、その特殊性（高い礁高、大礁体、大重量、低部材強度）を考慮して、特に

以下を検討することを原則とする。 
 
ⅰ）適切な施工と性能照査を行うため、事前に深浅測量を行い、設置範囲の海底勾配と平坦性

を確認するとともに、海底の目視確認等により地盤反力係数を適切に設定すること。 
ⅱ）設置時の着底速度には、調達可能なクレーン船で魚礁を安全に設置できる値を用いること。 
ⅲ）台風の通過が予測される地域や時期において、ヤード上で組立作業が想定される場合は、

施工段階に応じて風荷重に対する安定性を検討するとともに、完成後の仮置時においても

検討を行い、転倒の危険性がある場合は、対策を講じること。風荷重の算定に用いる風速

としては、その地域のその季節に想定される最大風速を用いることが望ましいが、観測記

録等の資料がない場合には風速 50m/s 程度を用いてもよい。 
 

鋼材の腐食のように経年的に重量が減少し、安定性に影響する場合は、その影響も考慮すること
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を原則とする。 
流体力は、主に波による短周期の振動流（波動流）と定常的な流れによる力である。流れには鉛

直成分と水平成分があるが、沈設魚礁の照査では、流速の垂直成分は水平成分に対して相対的に小

さく、実用上無視することができる。沈設魚礁の設計条件としては、再現期間における極大流体力

を発生する暴風時等における波と流れで検討することを原則とする。この波・流れの条件は波と流

れの結合確率から決定することが望ましいが、信頼できる結合確率が得られない場合は、安全側の

設計として波動流と流れの再現期間における極大流速を別々に求めて、それらの合成流速ベクトル

を求めてもよい。波の設計条件については、「第２編第 3 章 波」を参照することができる。流れ

の設計条件については、「第２編第 6 章 流れ」及び本項「(2) 流れによる設計流速」を参照するこ

とができる。 
設置場所が浅海域にある場合は、波動流速が潮位によっても有意に変化するため、設計条件とし

て潮位も考慮しなければならない。潮位については、「第２編第 2 章 潮位」を参照することがで

きる。 
漁具により沈設魚礁がけん引される恐れがある場合は、必要に応じてそのけん引力を作用として

検討することが望ましい。 
摩擦力は、水中重量の海底面に垂直な成分と静止摩擦係数との積によって算定することを原則と

する。 
 

（ ） 流れによる設計流速

流れは、潮流（潮汐流）、吹送流及び海流などから成る。一般に、水深の浅い沿岸域では海流は

相対的に小さくなり、逆に水深の深い沖合域では潮流が相対的に小さくなるが、場所によっては両

者とも重要になることもある。吹送流は風が海面に及ぼす応力によって発生する流れであり、底層

ではその影響は顕著でないので、一般には無視されているが、強風が長時間、一方向に吹く場合に

発達する可能性がある。また、海域によっては気象擾乱に伴う長周期波や急潮と呼ばれる強い流れ

が突発的に発生することもある。これらの流れは、海域特有のものであり、必要に応じて考慮する

ことを原則とする。 
照査に用いる流れの流向と流速は、潮流、海流及び吹送流などの各種の流れの成分の合成ベクト

ルとして求めることができる。潮流、海流及び吹送流については、「第 2 編第 6 章 流れ」を参照

することができる。流れは、時間的にも空間的にも複雑に変化する可能性があるため、長期間の流

速観測又は信頼できる流れの数値シミュレーションに基づき適切に定めることが望ましいが、実績

のある簡便な方法として以下を用いてもよい。 

1.5cos)(  θUzU RRc  ……………………………………………………（式15-2-1） 

 
7/1

)( 









R
Rcc z

zzUzU ………………………………………………………（式 15-2-2） 

ここに、 
Uc(z)：海底からの高さ z (m)における設計流速（m/s） 
UR：沈設魚礁の設置場所の海底から高さ zR における参照流速。参照流速は海図又

は潮汐表の表面流速、あるいは 14 日間以上の長期間の流速観測値から潮流の
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調和解析により推定される最大流速であり、zRは前者の場合はその場所での水

深、後者の場合は流速測定点の高さとなる。 
θ：波と流れの交差角（信頼できる値が得られない場合又は波のない場合は θ = 0°と

する） 
 

沈設魚礁の性能照査

利用性に関する性能照査

沈設魚礁の規模、高さ、構造等については、人工魚礁造成計画指針 1)及び周辺での事例調査などを

参考にして適切に定めることを原則とする。 
 

安全性に関する性能照査

（ ） 部材の安全性の照査

部材の安全性の照査は、製作・設置時及び設置後における作用に対して、構造耐力上安全なもの

とする。魚礁単体の構造は、製作、転置・仮置、海底への設置などのクレーン吊り上げ時に生じる

自重、積み重ね、設置時の着底衝撃力、設置後の波・流れによる流体力などの作用に対し、魚礁単

体を構成する部材の応力が材料の許容応力度以下になるよう照査することを原則とする。 
材料の許容応力度は、「第３編  材料及び諸係数」を参照することができる。 
魚礁単体の部材の安全性の照査においては、具体的には以下の検討を行うことを標準とする。 

 
① 沈設魚礁の基本検討事項

） 魚礁全体の吊り上げ時の安全性の検討

単体あるいは全体を沈設作業船への積込み時などにおける、クレーンでの吊り上げ状況に対

する部材の安全性を検討する。特に、コンクリート製魚礁については、脱型直後の強度が十分

に発現していない状態で移動する場合、変形や破損につながる恐れがあるため、適切な吊り点

の位置、吊り点の数、移動時期などを検討することが望ましい。 
また、鋼製魚礁については、適切な吊り金具の数、強度、取り付け位置等を検討することが

望ましい。 
なお、材料の密度等については、「第３編  材料及び諸係数」を参照することができる。 

 
） 海底設置時の着底衝撃力に対する安全性の検討

沈設魚礁を海底に設置する際に発生する着底衝撃力は、図 15-2-2 の手順にしたがって、自重

の k 倍の静的荷重として算定することができる。ここで、付加質量係数（CMA）と抗力係数（CD）

は、信頼できる模型実験に基づく値を使用することが望ましいが、表 15-2-1 を参考に決定して

もよい。 
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図 着底衝撃力の算定手順 2)3)

 
 
 
 
 

着底速度 ：実際のクレーンでの吊り下げ速度又は最

大値 0.8m/s に設定 

NO

、 の算出

を k 倍した重量として衝撃力を算出

部材の構造計算

ここに、 V ：魚礁の実容積（m3） g ：重力加速度（m/s2）

A ：海底面に対する全射影面積（m2） ε ：変位量（m）

：部材の単位体積重量（kN/m3） R ：地盤反力（kN）

：海水の単位体積重量（kN/m3） K ：地盤反力係数（kN/m2）

：着底衝撃力による静荷重に換算した単体体積重量（kN/m3）

A、V、σGの設定

YES
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A、V、σG の設定

着底速度 v：実際のクレーンでの吊り下げ速度又は最

大値 0.8ｍ/sに設定　

L gM
gK v2,

3w
0
V

1

2

v2

CD A
4V

σG

w
0

σG

w
0

ここに、

部材の構造計算

σGを k倍した重量として衝撃力を算出

σG k＝ ＝ ＝ε2R
V

＾
σG

σG

＾

V

A

σG

：魚礁の実容積（ｍ3）

：海底面に対する全射影面積（ｍ2）

：部材の単位体積重量（kＮ/ｍ3）

σG^ ：着底衝撃力による静荷重に換算した単位体積重量（kＮ/ｍ3）

w0 ：海水の単位体積重量（kＮ/ｍ3）

g

ε

R

：重力加速度（ｍ/s2）

：変位量（ｍ）

：地盤反力（kＮ）

K ：地盤反力係数（kＮ/ｍ2）

K
V

、 の算出

YES

εn+1＝

＝

εn

εn+1 εn－

－

－

－ －
＝

＝

＝

＝ ＝

＋CMA

3

Mεn N

－

－ －

Mε N

M3Lεn
2

Lε3

Lεn
3

ε
1

N

または、

εn+1 が 0に近くなる場合は、

0

ε1＝ で再度計算M/L

NO

N/L M/L



 

 

表 付加質量係数（ ）と抗力係数（ ）

 
沈設魚礁単体は、一般に海底までクレーンによって吊り下げて設置されるが、設計条件とし

てその際の着底速度は、現地での施工計画及び施工機材を考慮して決定することが望ましいが、

最大 0.8m/s としてもよい。また、地盤反力係数は、底質が砂泥∼砂礫の場合は 30,000∼
50,000kN/m2 を用い、岩の場合は、事前調査等により適切な値を設定することが望ましいが、

既往の実験 5)を参考にしてもよい。 
沈設魚礁の部材の安全性の照査は、魚礁単体の吊り上げ方法、海底地盤の凹凸・傾斜、設置

時の波・流れなどを考慮して、海底面に着底する姿勢を想定し、線形弾性モデルに基づく骨組

解析プログラムなどを用いて計算することが望ましい。この場合、着底姿勢に応じて、吊りワ

イヤーへ荷重を分散させてよい。なお、1.5m 又は 2.0m 角の角型魚礁については、面着（地盤

との設置角度θ＝0゜）と稜着（θ＝45゜）の両方の場合（図 15-2-3）を想定して検討を行う

ことが望ましい。 
  

部材

形状 

   

∞ ≦ ∞

 

 

射影

面積

基準

体積

 
注）板材 3)を含む場合には、基準体積と実体積が異なるため、 

次式により換算した を用いる。 

 

：換算付加質量係数、 ：板材の基準体積の合計、 
  ：板材以外の部材も含めた魚礁の全実体積、 ：板材の実体積 

1)
a

b l
a

l

2) 3)
a

b l
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＜面着＞       ＜稜着＞ 
図 設置時のイメージ

 
小型の魚礁単体を積み上げて設置する場合は、着底衝撃力による破損が発生しないような設

置形状を設定し、着底速度の制御が可能な状態で施工することが望ましい。 
 
② コンクリート製魚礁単体の部材の安全性の照査

コンクリート製魚礁単体は、対象魚礁の構造をモデル化し、想定される各荷重条件に対して照

査を行う 5)のがよい。 
照査は、信頼できる構造計算プログラムを用いて行うことが望ましい。この場合、使用プログ

ラム名、入力条件、荷重分布、作用する曲げモーメント、軸力及びせん断力を確認することを標

準とする。 
部材及び配筋は、以下の手順で決定することを標準とする。 
 

ⅰ）部材に働く曲げモーメントと軸力で必要な主鉄筋を決定する。 
ⅱ）部材断面積や鉄筋量からせん断力に対する安全性を検討する。 
ⅲ）せん断力に対する耐力が不足する場合は、断面積を増加させるか、帯筋で補強する。 
ⅳ）帯筋の直径は 6mm 以上とし、その間隔は部材断面の最小寸法と、帯筋の直径の 48 倍

のどちらよりも小さくする。 
 

） 鉄筋コンクリート部材の許容応力度

鉄筋コンクリート部材の許容応力度は、「第 3 編第 3 章  コンクリート」の「表 3-3-2  鉄筋

コンクリートの許容応力度」を参照し、コンクリート、鉄筋の別に、以下に示す値を用いるの

がよい。コンクリートの照査に用いる基準強度には、魚礁の部材厚が 250mm 以上の場合は

18N/mm2以上、部材厚が 250mm 未満、海底地盤が岩盤、又は魚礁単体を 2 段積み以上（山

積み）で沈設する場合は 21N/mm2以上を用いる。 
コンクリートに関する許容応力度は、吊り上げ時及び着底時に作用する外力を短期荷重とし

て取り扱い、上述の表の 2 倍の値を用いる。 
鉄筋の許容応力度は、吊り上げ時及び着底時においては同表の 1.65 倍の値を用い、設置後の

流体力に対しては、表中の値をそのまま用いる。 
なお、組立魚礁の単体ブロックについては、製作時の部材の変形を防ぐため、転置・仮置時

の部材の安全性の検討を行うことが望ましく、その際のコンクリート部材の許容応力度は、実
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＜面着＞ ＜稜着＞

T

R
θ

R



 

 

施時点でのコンクリート強度から算出するのがよい。 
 

） 鉄筋のかぶり

鉄筋のかぶりは、コンクリート製品工場で製作する場合、構造耐力上重要な主鉄筋について

は、鉄筋の直径もしくは 20mm の大なる値を最小かぶりとするのがよい。帯筋などの補強鉄筋

が強度上重要な役割を果たす場合については、主鉄筋と同様のかぶりを確保することを原則と

する。また、現場打ちの場合は、25mm 以上のかぶりを確保することを原則とする。 
なお、特殊工法で JIS 規格のある場合は、これに準ずることができる。 

 
） 接合

コンクリート製の組立魚礁において、個別に製作された部材をボルトとナットによって接合

する場合は、ボルトとナットをコンクリート部材内に埋め込むなどの腐食に配慮した照査を行

うことが望ましい。 
 
③ 鋼製魚礁単体の部材の安全性の照査

鋼製魚礁単体は、魚礁単体の構造をモデル化し、想定される荷重条件に対して照査を行うのが

よい。照査は、信頼できる構造計算プログラムを用いて行うことが望ましい。この場合、使用プ

ログラム名、入力条件、荷重分布、作用する曲げモーメント、軸力及びせん断力を確認するもの

とする。 
部材は、以下の手順で決定することを標準とする。 
 

ⅰ）部材に働く曲げモーメント、軸力、せん断力で部材断面を決定する。 
ⅱ）圧縮力が働く部材は、座屈の有無を検討し、部材長さ、部材断面の妥当性を調べる。 
ⅲ）部材接合部やブロックの強度の向上、転置・仮置・組立時の形状保持のため、目板やブ

レースを適宜配置する。 
ⅳ）波などによる繰り返し荷重が、部材の許容応力度に占める割合が高い場合は、疲労によ

る強度の低下や破壊の有無について検討する。 
ⅴ）機能部材としての遮蔽版や水平版も、魚礁全体の強度や経済性の向上につながる場合は、

構造材として積極的に利用する。 
ⅵ）吊り上げ時及び設置時における構造耐力上の安全性の検討は、腐食代を含んだ部材の製

作初期断面で行う。設置後の流体力に対する安全性の検討は、設計供用期間経過後の腐

食代を含まない断面で行う。 
 

） 鋼製部材の許容応力度

鋼製部材についての許容応力度は、「第３編第 2 章  鋼材」の「表 3-2-2  構造用鋼材の許容

応力度」を参照し、吊り上げ時及び着底時においては、作用を短期荷重として取り扱い、表の

2 倍の値を用い、設置後においては、部材に働く流体力を長期荷重として取り扱い、表中の値

をそのまま用いてもよい。 
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） 流体力に対する部材の安全性の照査

腐食代が消失する設計供用期間経過後の各鋼製部材に働く波・流れの力を算定することによ

り、設計供用期間内における魚礁部材の安全性を照査することを原則とする。 
各部材に働く流体力については、「本編 2.4.2 (2) 構造物全体の安全性の照査」及び「表 15-2-1  

付加質量係数と抗力係数」などを参考に部材ごとに算定することができるが、魚礁の形状が複

雑な場合は、各部材に働く流体力を正確に算定することが困難であるため、魚礁全体に働く流

体力を算定し、それを各部材の射影面積で比例配分することにより求めてもよい。 
 

） 材料の選定

鋼製魚礁に使用する鋼材には、JIS 規格及びそれらと同等以上の品質を有するものを用いる

ことを標準とする。 
 

） 防食

鋼製魚礁の防食は、腐食代で対応することを原則とする。腐食速度は、設置海域や水深によ

って異なるため、現地の環境にあった腐食代を用いるのが望ましい。また、設置海域が強い流

動や漂砂が恒常的に生じる浅海域である場合は、腐食代の割増しを検討するのがよい。 
施工性や経済性の向上が期待される場合は、「第３編 2.5  防食」を参考にして被覆防食等の

他の防食方法も検討することができる。 
なお、使用される鋼材の材質・規格が異なる場合、電位差による局部腐食が懸念されるため、

同一鋼材を使用することを原則とする。 
 

） 接合

鋼材の接合は、溶接によることを標準とするが、母材と同一材質のボルトとナットを用いて、

腐食による脱落が発生しないよう確実な締め付けを行うことに注意して接合を行ってもよい。 
溶接材料については、母材に適合し、JIS 規格品及び同等品以上のものを選定することを標

準とする。 
 
④ ハイブリッド魚礁の部材の安全性の照査

ハイブリッド魚礁の部材の安全性の照査は、基本的にコンクリート製魚礁と鋼製魚礁に準じる

が、その他の材料を使用する場合は、それぞれの材料特性を踏まえた適切な検討を行うことを原

則とする。 
魚礁単体には、(i) 施設の安定性の確保又は構造の強化、(ii) 魚礁に求められる魚類の蝟集機能

や増殖機能の向上、を図るため、複数の材料を使用しているものがある。 
(i)の例としては、コンクリートと鋼材を合理的に組み合わせることにより、構造上の安定や経

済性の向上を図っているものがある。(ii)を目的とした部材については一般に機能部材と呼ぶ。機

能部材には、構造上、応力分担させるものとさせないものがある。 
異種材料を接合する場合、それぞれの材料の特性を考慮しつつ適切な工法を選定し、接合部を

堅固なものとすることを原則とする。 
魚類の蝟集機能や増殖機能を向上させるため、機能部材として、石材、貝殻、プラスチック、

木材等を魚礁に取り付ける場合の照査上の留意点は次のとおりである。 
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） 材料の選定

機能部材の材料は、本体と同程度の耐久性を有するものが望ましいが、波や流れなどにより、

部材が劣化、あるいは減耗してしまう場合は、分解等により自然環境や漁業に害を及ぼさない

ものを選択することを原則とする。 
部材の一部にプラスチック等の難分解性材料を使用する場合は、部材の大部分を占める鋼材

等の腐食が進み、プラスチック等が脱落して海洋に飛散することがないものとすることを原則

とする。 
 

） 機能部材の強度

機能部材は、部材の製作、魚礁への取り付け、海底への設置、設置後の流体力の作用に際し

て、必要な機能、部材の安全性が確保されるよう構造・強度を適切に決定するものとする。特

に、波浪が強い海域では、容器内の収納材や容器そのものが動いて摩耗による破損、流失がお

こりやすいので、十分な検討を行うことを原則とする。 
石材や貝殻については、金網やプラスチック等の容器に収納して取り付ける場合と、セメン

トなどの固化材を用いて固めたものを取り付ける場合がある。前者の場合は、収納する金網や

プラスチック等の強度や耐久性を検討し、後者の場合は固化体としての強度、石材や貝殻の固

着力を検討するのがよい。 
また、魚礁への取り付け方法や取り付け部の強度なども検討することを原則とする。 

 
） 機能部材の安定性

コンクリート中に埋め込まれたものや鋼材に溶接されているものについては、機能部材の付

加による流体力の増加分を全体に作用する力に加算することにより検討することを原則とす

る。 
しかし、石材のようなものを、固定せずに構造物の一部に設置したものについては、「第１

６編 2.2.4  藻場礁の安定質量」を参考にして石材の安全性を照査することを標準とする。 
 
⑤ 高層魚礁の部材の安全性の照査

高層魚礁の部材の安全性の照査の基本的な考え方は、主構造部材の素材を考慮して、コンクリ

ート製あるいは鋼製魚礁単体の部材の安全性の照査に準拠するが、魚礁の上部構造に作用する波

力によって部材に生じる繰り返し応力が疲労限界を超える場合は、疲労による破壊の有無を検討

するのが望ましい。 
 

（ ） 構造物全体の安全性の照査

構造物全体の安全性の照査においては、流体力による沈設魚礁の滑動又は転倒に対する安定性を

検討することを原則とする。 
 
① 滑動に対する検討

沈設魚礁の滑動に対する安定性は、式 15-2-3 により検討するのを標準とする。 

SF
F
W




 ………………………………………………………………………（式 15-2-3） 
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ここに、 
W：沈設魚礁の水中重量（kN ） 
F ：沈設魚礁に作用する波・流れによる流体力（kN ） 
μ：魚礁と地盤との摩擦係数で、海底が平坦な砂礫の場合には 0.6 を用い、その他

の場合の摩擦係数は、「第３編 5.1  静止摩擦係数」を参考とし、設置状況に対

して適切な値を使用する。なお、脚部に爪、形鋼を設置するなどして、摩擦力の

増加を図った魚礁の場合は、信頼できる実験結果に基づく摩擦係数を使用する

ことができるが、最大 1.0 までとする。 
FS ：安全率（1.2） 

 
② 転倒に対する検討 

沈設魚礁の転倒に対する安定性は、式 15-2-4 により検討するのを標準とする。 

S
A

V F
l
l

F
W

 ……………………………………………………………………（式 15-2-4） 

ここに、 
lA：流れに直角な鉛直面への魚礁の図心までの高さ（m） 
lV ：魚礁の水中重量の作用点の底面への射影点から最も近い転倒の中心線までの距

離（m） 
FS：安全率（1.2） 

 
海底が傾斜している場合は、重力、浮力及び流体力を、地盤面に対し垂直方向と接線方向に分

解、合成した諸数値を用いて、滑動及び転倒を検討することを原則とする。また、設置する海底

の底質や流動環境によっては、魚礁が洗掘、埋没又は沈下し、その機能が失われるおそれがある。

このため、洗掘と埋没に対しては、波浪や流れ等の事前調査を行い、影響の少ない水深域に設置

し、また沈下に対しては、魚礁の接地面積を大きくするなどの対策を行うのが望ましい。 
 
③ 流体力の算定 

波・流れによる流体力については、魚礁設置海域の条件に応じて以下のいずれかの方法で算定

し、砕波の影響を受ける領域と受けない領域を、「第 16 編 2.2.4 藻場礁の安定質量」に準じて区

分することを標準とする。流体力の算定に用いる流速は、その鉛直方向の変化を考慮して適切に

決定することを標準とする。潮流、海流などの定常流とみなせる流れでは、流向と流速が鉛直方

向に複雑に変化する場合があるため、底層付近の任意高さにおける水平流速は、実測等に基づき

適切に設定することが望ましいが、実用的には、式 15-2-1 及び式 15-2-2 により推定される流速

は、安全側の値として用いることができる。 
流速が鉛直方向に変化する場合の魚礁全体に働く流体力は、魚礁を高さ方向に微小な部位に分

けて、各部位での流体力を以下に示す方法により算定し、それらの流体力の合計として求めるこ

とができるが、実用的には、礁高が水深に対して 1/10 以下の場合は、設計流速を魚礁頂部の流速

で代表させて魚礁全体の射影面積を用いて流体力を算定してもよく、またそうでない場合は魚礁

全体を構造上の観点から数個の層に分けて、各層の流体力の総和として求めてもよい。各層に分

割する場合は、各層の流体力は、対応する層での流速、抗力係数、射影面積等の値を用いて算定



 

 

することを標準とする。 
 

a） 流れのみを考慮する場合 

沈設魚礁に働く流体力は、式 15-2-5 で表される抗力として求めることができる。 

2

2
1 AUCF D ……………………………………………………………（式 15-2-5） 

ここに、 
F：抗力（kN ） 

：海水の密度（t /m3） 
CD：抗力係数 
U ：水平流速（m/s） 
A ：流れ方向の射影面積（魚礁の構成部材の総和）（m2） 

 
b） 砕波の影響を受けない領域で波を考慮する場合 

最大波力 F は、式 15-2-6～式 15-2-10 により算定することができる。 

sinmUu  ………………………………………………………………（式 15-2-6） 

)/π2sinh(
)/π2cosh(π

LhT
LzHUm ……………………………………………………（式15-2-7） 

2

2
1

mDD AUCF  …………………………………………………………（式 15-2-8） 

mMM U
T

VCF π2
…………………………………………………………（式 15-2-9） 

のとき

のとき

MD
D

M
D

MDM

FF
F
FF

FFF
F 2,

4

2,
2

 …………………………………（式 15-2-10） 

ここに、 
u ：高さ z、位相 θにおける波動流速（m/s） 
CM ：質量係数（CM ＝CM A+1；CMAは付加質量係数） 
CD ：抗力係数 
A ：波の進行方向の射影面積（魚礁の構成部材の総和）（m2） 
V ：実容積（m3） 
z ：海底からの高さ（m） 
H、T 、L：設置位置における有義波高（m）、有義波周期（s）、波長（m） 

 
なお、魚礁頂部の水深が L/2 より深い場合には、波力は無視してもよい。 
波と流れが混在する場合は、式 15-2-11 で表される、位相 θの関数である F の最大値を求め

て照査に用いる流体力とすることができる。 



 

 

cossin
2

M
m

c
D F

U
UFF  ………………………………………（式 15-2-11） 

ここに、 
Uc：検討する高さにおける流れの設計流速（m/s）（本章「2.3.3 設計条件」の「(2) 

流れによる設計流速」を参照する） 
 

c） 砕波の影響を受ける領域で波を考慮する場合 

砕波の影響を受ける領域に設置される魚礁に作用する波力は、「第 16 編 2.2.4  藻場礁の安

定質量」を参照して砕波の影響を受ける領域での波動流速を算定し、式 15-2-12 により求める

ことができる。 
2

2
1

mDAUCF  …………………………………………………………（式 15-2-12） 

ここに、 Um ：砕波の影響を受ける領域での波動流速（m/s） 
砕波の影響を受ける領域であっても、潮流が無視できない場合は、照査に用いる流体力を式

15-2-13 により算定することができる。 

)(
2
1 22

cmD UUACF …………………………………………………（式 15-2-13） 

ここに、 
Uc：潮流流速（m/s） 
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第 3 章 浮魚礁 

3.1 浮魚礁の要求性能 

浮魚礁の要求性能は、構造形式に応じて、以下の要件を満たしていること。 
1.対象生物を蝟集することができるよう適切なものとする。 
2.波、流れ等及び設置・回収時に想定される作用に対して構造上安全なものとする。 
3.供用期間を満了した施設を技術的に可能かつ妥当な方法で撤去できるよう適切なものとする。 
 
浮魚礁は、気象、海象等の自然条件、船舶の航行等を考慮し、対象とする漁法、魚種に対して、求

められる機能が十分発揮できるように照査することを原則とする。 
 
浮魚礁は、主にマグロ、カツオ、ブリ、シイラなどの大型回遊魚が、海洋を漂流する流木などの漂

流物に集まる習性を利用し、魚類の蝟集・滞留・誘導を図る目的で開発された浮体式構造物で、主に

沖合漁場造成に利用されている。対象とする魚類は表層のみでなく、中層の回遊魚を対象にすること

もある。蝟集する魚類が多く、漁獲効率が高いため漁業者のニーズが高い。浮魚礁設置の対象となる

漁場は水深 100m 程度の浅海域から 1,000m 以上の大水深と広域にわたる。 
浮魚礁には波や流れ、設置時・回収時に作用する浮体や係留索に作用する衝撃力等に対して構造上

安全なものとする。浮魚礁は船舶による衝突や漁具による係留索の損傷等により、係留索が切断する

恐れがある。浮魚礁には流失警報発信機を備えることを標準とする。 
浮魚礁の供用期間は 10 年を標準とする。供用期間を経過した浮魚礁は、係留基礎またはアンカー

を含むすべてを撤去しなければならない。したがって、使用する材料は供用年数分の腐食・摩耗を考

慮するとともに、撤去時において回収に必要な十分な強度を有することを原則とする。 
 
3.2 浮魚礁の性能規定 

浮魚礁の性能規定は、以下に定めるとおりとする。 
1.対象生物に対して蝟集、滞留及び誘導する効果を発揮できるよう適切に配置され、かつ所要の諸

元を有すること。 
2.給餌、散水、発光、流失警報発信機、漁場環境観測装置等の付加機能がある場合は、それらの機

能を満足できるよう適切に配置され、かつ、所要の諸元を有すること。 
3.自重、浮力、波、流れ、風、生物の付着荷重等の作用に対して、浮体が静的かつ動的に安定した

構造であること。 
4.波、流れ、風等の作用によって係留索に生じる応力が許容値以下であること。 
5.係留索に生じる最大引張力に対して、係留基礎（アンカー）の滑動（移動）等、構造の安定性が

満足されること。 
6.漁船等の船舶の航行に影響を及ぼさないよう、適切に配置又は配慮されていること。 
7.浮魚礁の部材は、供用期間が満了した後、撤去できるよう配慮されているとともに、撤去時の作

用に対して、所要の耐久性を有すること。 
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3.3 浮魚礁の性能照査の基本 

3.3.1 性能照査の手順 

浮魚礁の性能照査の手順は、第 1 章の 1.3.2 を参照し、安全性の照査については、図 15-3-1 のとおり、

浮体部の照査、係留部の照査および浮体の動的安定性の検討を行うことができる。 

 

 

図15-3-1 浮魚礁の照査手順 

 
3.3.2 構造形式の設定 

構造形式は、浮体が常に海表面にある表層型浮魚礁、海中にある中層型浮魚礁、比較的穏やかな流

れでは海面上にほぼ直立するが、急潮時には海中に没する浮沈式表層型浮魚礁に分類される。浮魚礁

は、基本的に魚類の効果的な蝟集等を目的としているが、海況観測を目的とした漁場環境観測装置等

を備えた魚礁もある。一般に表層型浮魚礁の係留系は、図 15-3-2 に示すように緩係留であり、係留索

の長さは通常は水深の 1.2 倍程度がよく用いられる。中層型浮魚礁の係留系は緊張係留である。 
浮魚礁の構成材料には、鋼材、FRP、ABS 樹脂、合成繊維などが用いられており、作用によって、

浮体部の破壊、係留系の切断、係留基礎・アンカーが移動しないよう照査することが原則である。 
 

設計条件の設定

浮体部の照査
浮体諸元の設定
作用外力の算定
浮体の構造設計
浮体の静的安定の検討

係留部の照査
係留索の設定
係留力の算定
係留索の安全性の検討

浮体の動的安定性の検討

係留基礎の照査

Yes

No
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ここに、 

WV ：静水中

0 ：海水の

付着生物に

浮体部及び係

にある物体の

影面積の増加

付着生物の重

量や付着生物

付着生物の重

域や水深によ

的な値である

風荷重 

表層型浮魚礁

 aA UF
2
1 

ここに、 

AF ：風力

10U ：海上風

a ：空気の

DC ：海面上

aA ：海面上

h ≦700m の





h
z

…………

m の海域では






700

1 hz

（ z 700h

面での海・潮流

体の浮力（FL）

W  ……………

中に浮かべた

の密度（t/m3

よる荷重 

係留部（アンカ

全表面（海水

加を考慮するの

重量や付着生物

物厚さを実測す

重量として 80
って差が大き

ことに留意す

礁の静水面上の

 D ACU 2
10

（kN） 

風速（10 分間

の密度（1.25

上各部の抵抗

上各部の風の

の海域では、

…………………

は、 

 700 hz

） 

流速 

）を考慮する

………………

た時の浮体の海

） 

カーチェーン

水と接する表

のがよい。

物厚さは海域

することを原

0N/m2（水中

きく、鋼構造

すべきである

の部材あるい

a  …………

間平均風速）

5×10-3 t/m3）

抗係数で「第

の射影面積（

 

 

………………

0  

るとよい。

………………

海水排除容積

ンを配する場

表面）に生物が

域条件によっ

原則とする。

中）、付着生物

造物では最大

る。 

いは構造物に

………………

（m/s） 

 

第 2 編 7.3 風

（m2） 

……

………………

………………

積（m3） 

場合）において

が付着するも

て大きく異な

ただし、実測

物厚さとして

で 700N/m2

に作用する風力

………………

風圧力」の表

………………

………………

……………

て、海面から

ものとし、それ

なるため、当

測値が得られ

7cm として

という報告も

力は式 15-3-8

………………

表 2-6-2 の値 

……………

（式 15-3-5）

（式 15-3-7）

ら水深 60m
れによる重量

当該海域の付

れない場合は

てもよい。付

もあり、80N

8 で求めてよ

（式 15-3-8）

（式 15-3-6）

 

 

までの範

量、体積、

付着生物の

は、平均的

付着生物は

N/m2は平

よい。 
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⑥

そ

よっ

 

 
 浮（2）

浮体

定性は

 
①

式

を与

こ

 
②

図

る復

浮体

る。

その他 

その他の荷重

っては考慮す

ａ）着氷に

ｂ）氷圧力

ｃ）積雪荷

ｄ）流木な

浮体の性能照

体は、当該海

は、一般に次

静的安定性 

式 15-3-9 によ

与える。その

V
IGM 

ここに、 
G ：重心、

I ：喫水面

V ：浮体の

動的安定性 

図 15-3-4 に示

復元モーメン

体の転倒モー

 

重としては、各

するとよい。 

による重量、抵

力 

荷重 

など漂流物の衝

照査 

海域の気象・海

次の項目につい

より、メタセ

とき、喫水は

BG ………

B ：浮心、

面の長軸に対す

の排水容積（m

示すように、

ントを浮体の各

ーメントをいろ

各海域に固有

抵抗面積の増

衝突荷重 

海象条件など

いて検討する

ンター高さ

は異常時に水

………………

M ：メタセ

する断面二次

m3） 

浮体の各状態

各傾斜角に応

ろいろな傾斜

 

有の現象とし

増加 

どに対して安

るとよい。 

（GM）を求め

水没の可否を

………………

センター 
次モーメント

態（曳航、設

応じて求める

斜角について

 

して、次のよ

安定となるよ

め、その値が

考慮して余剰

………………

（m4） 

設置状態、メン

。次に、風、

求め、復元モ

うなものがあ

うに照査する

正になるよ

剰浮力を勘案

……………

ンテナンス時

潮流、係留

モーメントと

あるので、設

る。表層型浮

うに浮体の喫

案して定める

（式 15-3-9）

時など）の喫

留力などの作

と同じ図面上

設置海域に

浮魚礁の安

喫水（D）

。 

 

喫水におけ

作用による

上に図示す
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ａ

ｂ

③

浮

と波

 
 係（3）

表層

体部を

強度を

 
①

係

力・

）異常時も水

 
dR

1

0

）メンテナ

 
dR

2

0

ここで、 
 R ：復

  WR 

 I ：転

1 ：装置

 
運動性能 

浮体の運動（

波の周期を一

係留部の性能

層型浮魚礁の

を安全に係留

を有すること

係留部構成部

係留部構成部

流体力を考

水没を避ける




Id  1

0
1.1

ンス時の場合




Id  2

0
3.1

復元モーメン

sinGMW 、

転倒モーメン

置・機器の水没

（ローリング、

一致させない構

能照査 

係留部は、全

留しうるように

を原則とする

部材の選定 

部材としては、

考慮して、係留

図15

る場合 

  d  

合 

   d  

ント（kNm）

W は浮体重

ト（kNm）

没角、 2 ：作

、ピッチング

構造及び係留

全ての作用及

に照査するこ

る。 

、チェーン、

留索の種類、

 

5-3-4 復元

 

重量（kN）

作業ステージ

グ、ヒービン

留系が望まし

及び施工時に

ことを原則と

ワイヤー、

断面等を決

元力曲線 

ジの水没角

ング、スウェイ

しい。 

に予測される荷

する。また、

合成繊維ロー

決定することを

イング、サー

荷重に対して

回収時の作

ープ等があり

を原則とする

 

ージング）の

て、所定の期

作業に対して

り、浮体に作

る。ただし、

固有周期

期間中、浮

も十分な

作用する浮

海底接地
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モ
ー
メ
ン
ト

復元モーメント

転倒モーメント

作業ステージ水没角

異常時水没角

傾斜角 θθ2 θ1



 

部で

する

 
②

係

切に

 
1)

での摩耗や海

る場合が多い

係留力の算定

係留力は、係

に算定するの

) 表層型浮魚

の場合、係

リー計算

留）とな

カテナリ

AFF 

とすると

1MT 

2MT 

ここに、

AF ：風

WF ：浮

KF ：係

FF ：波

HT ：浮

1MT ：係

2MT ：係

1VT ：係

2VT ：係

 

海面付近での漁

い。 

定 

係留形態（緩係

がよい。 

魚礁は、一般

係留索に生じ

により行う。

る場合には、

ー計算による

KWA FF 

、 

2
1

2
VH TT 

2
2

2
VH TT 

 

風の作用力（

浮体に作用す

係留索に作用

波による変動

浮体係留点の

係留索上端に

係留索下端に

係留索上端に

係留索下端に

漁具との接触

係留、緊張係

般に係留索長

じる係留力の

しかし、計

原則として

る方法におい

HF TF  …

………………

……………

（kN） 

する流れと波

用する抗力（k

動外力（kN）

の索張力の水平

における張力

における張力

における鉛直分

における鉛直

 

触を考慮し、

係留）に応じ

長／水深比が

の算定は、原

計算の結果、

て後述の最大

いて、作用外

………………

………………

…………………

波による定常外

kN） 

 

平分力（kN

力（kN） 

力（kN） 

分力（kN）

直分力（kN）

海底及び海面

じて、浮魚礁本

1.2 より大き

原則として係留

作用外力が大

作用力による

外力（ F ）は

………………

………………

………………

外力（kN）

） 

 

面付近の一部

本体及び係留

きい緩係留方

留索の水中重

大きく係留形

る方法により

は次の値とす

……………（

………………

……………（

部にチェーン

留索に働く作

方式で係留さ

重量を考慮し

形状が直線状

り行う。 
する。 

（式 15-3-10）

（式 15-3-11

（式 15-3-12）

ン等を併用

作用から適

れる。こ

したカテナ

状（緊張係

 

） 
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上記の VT

HT から算定

 


k

V

W
T 1

k

V

W
T 1 ＞

 
ここで、

以上より

 

図15-

1V と係留基礎

定することが

1 の場合、
W
T

＞1 の場合、

は係留索長

、 1MT 及びT

 

-3-5 係留索

礎から浮体まで

ができる。また

02 
k

V

W
T  

12 
 k

V

k

V

W
T

W
T

長（m）、 kW は

2MT が算定さ

 

索の作用力

での水平距離

た、 2VT につ

1  

は係留索の単

される。 

…

（カテナリー

離 xD （m）に

ついては、次式

単位長さ当た

………………

 
ー係留） 

については、

式から算定す

りの水中重量

……………（式

図 15-3-6 を

する。 

量（kN/ m3）

式 15-3-13）

を用いて、

である。 
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DZ TH

TV TM

TH

DX

X
O

S

Z

θ
A



 

図15-

 
2)

 

-3-6 カテナ

と索上

) 係留索が

 
FF 

ここに、

AF ：風

FF ：浮

KF ：係

 

係留張力

ナリー理論に

上端張力の鉛

緊張状態にな

FA FFF 
 
風力（kN） 
浮体に作用す

係留部に作用

は図 15-3-7

ｈ

に基づく索張

鉛直分布（T

なる場合、作

KF ……………

する波と流れ

用する抗力（

図15-3-7

より 

θ

 

張力の水平分

1VT ） 

作用外力（ F

………………

れの合成最大作

（kN） 

係留索緊張

分力（ HT ）に

F ）は次の値

…………………

作用力（kN）

張時の作用力

T
θ

F=FA+F

対する索上端

値とする。 

……………（

） 

 
力 

FF+FK

端の水平変位

（式 15-3-14）

 
位（ xD ）
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TV1/WkiℓDx/(h+ΔH)

T H
 / 

W
kℓ



 

 
③

a）

が

 
b）

検

重

度

ン

T cos
T sin

ここに、

F ：最

T ：係

 ：係

N ：余

 
以上より

co
FT 

一方、張

長さとした

sin 

の関係が

 
 sinK 

 
今、K , 

係留索の安全

係留索の安

係留索に用

 
チェーン 

ワイヤーロ

合成繊維ロ

高機能繊維

係留索の安

がよい。 

係留索の強

係留索のチ

検定すること

重量のあるワ

度がさらに大

ンで構成され

F  
F   tan

 
最大作用力（k
係留索張力（k
係留索が海底面

余剰浮力（kN

 

os
F  ………

張力 T が働い

たとき、 

x
h









得られる。つ

cosn   h

Fh,, が与え

全率及び強度

安全率 

用いるチェーン

   ：3（
ロープ ：3
ロープ ：3
維ロープ：3

 
安全性の確認は

強度劣化 

チェーンや取付

が望ましいが

イヤーロープ

大きくなるので

れた係留索であ

N  

kN） 
kN） 
面となす角

N） 

………………

いたとき、係

KT
h
/

 ……

つまり、 

sin  F

えられるので

度劣化 

ン、ワイヤー

「第 5 編 2.5
（水と絶縁さ

（規格切断荷

（材質の使用

十分な検討

は、②を参照

付金具につい

が、実測値が

プとチェーン

で留意すべき

ある表層型浮

 

………………

係留索の伸び

………………

0  ………

で が求まり

ー、合成繊維

浮防波堤 係
された状態で、

荷重に対して）

用条件により

討が必要） 

照して、供用

いては、摩耗

がない場合、1
ンで構成され

きである。既

浮魚礁の実測

………………

………………

x は、係留索

…………………

………………

、式 15-3-1

維ロープなど

係留索の検討

、規格（保証

） 
異なるので、

期間経過後の

耗・腐食速度は

1mm／年を用

れた表層型浮魚

既往の検証デー

測から求めた摩

………………

……………（

索の伸び係数

……………（

……………（

5 より係留張

の安全率は以

討」による切断

証）切断荷重

合成繊維ロ

の断面または

は当該海域の

用いてもよい

魚礁では、係

ータによると

摩耗・腐食速

……………（

（式 15-3-16）

数 K 、係留

（式 15-3-17）

（式 15-3-18）

張力T が求め

以下の値とし

断試験荷重に

重に対して） 

ロープの場合

は強度に対し

の実測値を参

い。ただし、

係留索の摩耗

と、ワイヤー

速度は、係留

（式 15-3-15）

 

留索の初期

 

 

められる。 

してよい。 

対して） 

合と同様に

して行うの

参考にして

係留索が

耗・腐食速

ーとチェー

留環や上部
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チ

留

し

部

に

の

い

1)

 
2)

 
④

浮

の係

把

とよ

な

カー

 
 構（4）

表層

場合は

チェーンで 10
留索でもチェ

し易い部分は

部や係留索の

に留意するこ

ので連結部を

いては、式 15

0 KTTn 

ここで、 

nT ：n年

0T ：ロー

1K ：長期

2K ：ロー

 
) 海水中で

K  11

ここで、

n ：経

：強

) ロープ端

一般にロ

が 1～2 の場

確保する意

2K 0

係留基礎 

浮魚礁の係留

係留基礎の形

把駐力式の場

よい。 
なお、把駐力

ーチェーンの

構造の照査 

層型浮魚礁の

は、機器類の

0mm／年を超

ーンやシャッ

は 1mm／年以

海底接地部に

とが望ましい

設けず、底質

5-3-19 によっ

21KK  ………

年後のロープの

ープの初期強度

期的な強度劣

ープ端末の処

の長期的な強

n1  

 
経過年数 
度劣化率（ロ

末の処理方法

ープは、曲率

場合、強度効

意味で考慮する

0.59～0.63 

留基礎は、係留

形式としては、

場合の把駐力の

式の場合、係

併用などによ

構造の照査に

機能が適正に

超える場合も

ックルの摩耗

以上になるこ

については、

い。特に、下

質は岩礁域を

って算出して

………………

の強度（kN）

度（kN） 

劣化係数 

処理方法によ

強度劣化 1K

ロープの素材

法による強度

率半径の 2 倍/
効率が 50～60
る。これを、

留索に最大張

、把駐力式と

の算定方法等

係留基礎に上

より、上向き

にあたっては

に発揮される

 

もある。また

耗・腐食速度

ことを留意す

浮体動揺に

下部チェーン

を避けること

てよい。 

………………

） 

る強度低下

材によるが、

度低下 2K  
倍/ロープ径D

0％であり、曲

強度低下と

張力が作用し

と重力式があ

等は、「第 5 編

上向きの力が

きの力を抑制

は、波力等の

るよう配慮す

た、合成繊維ロ

度が大きいこと

るが望ましい

による摩耗が激

ンの海底設置部

が望ましい。

…………………

一般的には 0

dD / の比が

曲げに対する

して係数にす

した際に移動し

るが、表層型

編 2.5 浮防

作用すると機

制するための配

作用を考慮す

するとよい。

ロープとチェ

とがある。こ

い。また、係

激しいため、

部付近は動揺

合成繊維ロ

……………（

0.1 としてよ

小さいと疲労

る割り増し係

すると以下の

しない形式・

型は把駐力式

防波堤 p）係

機能が著しく

配慮をするこ

するとともに

ェーンで構成

このように摩

係留索の浮体

取付方法、

揺による摩耗

ロープの強度

（式 15-3-19）

よい） 

労・損傷が早

係数 1.6～1.7
のようになる

・質量とする

式である場合

係留基礎」を

く低下するの

ことが望まし

に、機器類を

成された係

摩耗・腐食

体との取付

取付金具

耗が激しい

度劣化につ

 

く、 dD /
は安全を

。 

。浮魚礁

合が多い。 
参照する

で、アン

しい。 

装備する
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以下

 
1)

2)

3)

4)
5)

6)

7)
8)

9)

10

 
3.5 中

3.5.1

浮魚礁

ることを

 
3.5.2

 作（1）

中層

力、浮

ここ

る位置

項につ

 
1)

下に構造の照

) 表層型浮魚

造とする

) 連結部は

する。 
) 浮体の空

の併用と

困難なこ

) 乾出部の

) 喫水線付

て最も損

) 構造計算

とする。 
) 現地組立

) 全体構造

泡材の充填

) 付属機器

造の検討

0) 浮魚礁に

置センサ

水温等の

らの機器

則とする

中層型浮魚礁

利用性に関

礁の設置水深

を原則とする

構造物の安

作用外力 

層型浮魚礁の

浮力、生物付

こで取り扱う

置は船舶の航

ついては、「本

) 付着生物

用実績の

照査の留意事項

魚礁の浮体部

。 
、ねじれ、摩

気中の部材の

し、水中部に

とを考慮し、

部材から伝わ

近は、作業船

傷を受けやす

は、浮体の構

、輸送・設置

の検討にあた

填などについ

には、波浪に

討にあたっては

は、船舶の航

ー等の流失警

漁場環境関連

については、

。 

礁の性能照査

する性能調査

深、設置位置、

。 

全性に関す

照査にあたっ

付着による荷重

中層型浮魚礁

航行に支障を生

本編 3.3 表層

による影響に

多い網状部位

項を示す。

部の強度に際

摩耗に対して

の防食方法に

については、

塗装、腐食代

わる応力に対

船の接舷、流

すい箇所であ

構成材料に応

置、吊り上げ

たっては、浸

いて検討する

による加速度

は、自重に加

航行に対する

警報発信機を

連データを取

設置箇所の

査 

査 

、構造等につ

る性能照査

っては、浮体

重を考慮する

礁は、設置さ

生じない水深

層型浮魚礁」

については、

位については

 

際しては、浮

て耐久性のあ

については、

浮魚礁の設

代、電気防食

対して、浮体部

流木などの浮

あることから

応じて定めら

げ状態などを想

浸水による沈

るのが望まし

度が作用する

加えてこの加

る本体の安全

を搭載するこ

取得するため

の気象・海象

ついては、周

体部及び係留

るものとする

される水深が

深に緊張され

に準ずるこ

表層型浮魚

は、目詰まり

浮体の最大没水

る構造とし、

浮防波堤及び

設置位置が沖合

食の併用など

部が有害な変

浮遊物や船舶の

、局部的な強

れた各種の構

想定した部材

沈没を避けるた

い。 
ため、自重の

速度による慣

全確保のため、

ととする。ま

の機器を装着

象等の自然条件

辺での事例調

留部に作用する

。 
設計波の 1/2

れた形式とする

ことができる。

礁に準じて評

現象など不測

水時の静水圧

繰り返し荷

び浮消波堤に

合で潮流が速

、適切な方法

変形などを起

の衝突、さら

強度について

構造計算指針

材配置・強度

ため、二重殻

の重い付属機

慣性力を考慮

安全灯を搭

また、浮魚礁

着した多機能

件に耐えうる

調査などを参

る作用として

2 波長以上深

る。また、本

。 

評価する必要

測の事態が発

圧及び波圧に

荷重による劣

に準じ、塗装

速いこと、維

法を選択する

こさない構造

らには砕波な

ても十分検討

針などに準拠

度検討が必要

殻構造、小区

機器の取付部

慮するのがよ

搭載するとと

礁には、風向

能なものもあ

るものである

参照して、適

て、自重、波

深く、浮体部

本節に記述さ

要があるが、

発生する可能

に耐える構

劣化を考慮

装と腐食代

維持管理が

とよい。 
造とする。 
どによっ

討する。 
拠したもの

である。 
区画割、発

部周辺の構

い。 
もに、位

・風速、

る。これ

ことを原

適切に決め

波・流れの

部の定位す

れない事

併せて使

能性がある
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ので、慎重に検討するとよい。 
2) 静水圧及び浮力については、表層型浮魚礁に準じて計算することができる。 
3) 緊張係留の場合、係留索が弛緩すると次に伸張するときに大きな衝撃力が生じ、連結部や

係留索の破断の原因となる。これを避けるためには、余剰浮力を浮体部に働く流体力の鉛

直下方分力よりも大きくすることを原則とする。したがって、1 本の係留索で緊張係留さ

れた中層型浮魚礁は、式 15-3-20、または式 15-3-21 で算定された値のうちのどちらか大

きい方を必要余剰浮力（N）として計算することができる。 

 
V

HH
F

zh

FFzh
N 








 





2
0

0

1

2
1







…………………………………（式 15-3-20） 

ここに、 

h ：水深（m） 

0z ：浮体部の海面からの深さ（m） 

：係留索長さ（m） 

HF ：浮上部に働く流れのみによる流体力の水平分力（kN） 

VF ：浮上部に働く流れのみによる流体力の鉛直分力（kN） 

HF ：係留索に働く流れのみによる流体力の水平分力（kN） 
 
また、係留索が弛緩しないための余剰浮力は 

  cos/maxwFN  ………………………………………………………（式 15-3-21） 

ここに、 maxwF は式 15-3-23 による値、 は式 15-3-25 による値 

 
4) 中層型浮魚礁の各部に作用する流体力の水平成分は、表層型浮魚礁に準じて算定してよい。 
5) 中層型浮魚礁が流れによる流体力によって だけ係留索が傾いているとき、波による上下

方向の流体力 wF は、設置位置の水深が大なることから深海波として、波による最大上下水

粒子速度を 'mV 中層型浮魚礁の海表面から測った深さを z とすると、 

2
02

1
mvDD VACF      

mMM V
T

VCF π2
00  

0/2π Lz
m e

T
HV   

π2

2

0
gTL   

ただし、 vA ：上下方面に関する射影面積（m2）、 0V ：生物付着、静水圧による変形を考慮

した浮体の見掛けの体積（m3）とおいて、波力の最大値 max'wF 、最小値 minwF は式 15-3-23

により求められる。 

 
…………………………………………（式 15-3-22） 
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 浮（2）

「本

 
 係（3）

中層

体部を

強度を

 
1)

 
2)

 

 
MF 2

 maxwF

 minwF

MF 2

 maxwF

 minwF

浮体の性能照

本編 3.4 表層

係留部の性能

層型浮魚礁の

を安全に係留

を有すること

) 中層型浮魚

すること

静水中に

周期（以

固有周期

きな力が

ることが

点浮魚礁

0 2T 

ここに、

) 係留索の傾

DF2 のとき 

x      
n  

DF のとき 
x  
n  

照査 

層型浮魚礁の

能照査 

係留部は、全

留しうるように

を原則とする

魚礁の各部に

が望ましい。

に係留設置さ

以下単に固有周

期に等しい周期

が作用して破壊

が望ましい。中

礁の固有周期

1 
 MAC

g 


0

1GA






 

GA ：魚礁全

0V ：魚礁全体

MAC ：付加

：係留索長

N ：式 15-3

傾き は以下

＝

＝

 

の性能照査」

全ての作用及

に照査するこ

る。 

に作用する流

 
れた中層型浮

周期と記す）

期的な作用

壊の原因とな

中層型浮魚礁

T 0 は、式 1

0

0

/
/



GA

GA
 …

00gV
N


 

全体の見掛け

体の見掛けの

質量係数 

長（m） 

3-20 または式

下の式により







D

M
D F

FF
4

2

MF

 

に準ずること

及び施工時に

ことを原則と

流体力は、浮

浮魚礁を自由

と定義する

（波力）の下

なるため固有

礁は、重心、

15-3-24 で示

………………

けの単位体積

の体積（m3）

式 15-3-21 で

り求められる






D

2

 

 
……

とができる。

に予測される荷

する。また、

浮体部が波に対

由振動させた

。 
下では、中層型

有周期は波の

浮心と係留索

示される。 

………………

積質量（t/m3）

 

で求まる余剰

。 

………………

 

荷重に対して

回収時の作

対して共振し

たときの振動

型浮魚礁は共

の周期と一致

索の着力点が

………………（

 

剰浮力（kN）

……………（式

て、所定の期

作業に対して

しないものと

動周期を浮魚礁

共振して、係

致させないよ

が一致し、係

（式15-3-24）

 

式 15-3-23）

期間中、浮

も十分な

して算定

礁の固有

係留部に大

う照査す

留索の一
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3)
 

 



F

N

ここに、

G

DC

A
V

0V
 

) 中層型浮魚

NTM 

ここに、

wF ：式

FF ：式

KF ：式

なお、中

以外に、設

より係留索

＝ 




N
F01tan

00 2
1F  

 0N G 

 

G ：浮魚礁の

DiC ：各形状に

iA ：浮魚礁の

V ：海・潮流速

0V ：浮魚礁の

魚礁が一点緊

cosFN w 

 

式 15-3-23 に

式 15-3-2 によ

式 15-3-3 によ

層型浮魚礁の

設置工事時に発

索に発生する張




  

 2VAC iDi

 0gVG  

の単位体積質

に応じた抗力

の各部材の流れ

速（吹送流は

の見掛けの体積

図15-3-8

緊張係留され

 FF FK 

による波による

よる波と流れ

よる係留索に

の係留張力算

発生する投入

張力は、設置

 

量（t/m3）

力係数（表 15

れに対する射

は無視する）

積（m3） 

中層型浮魚

れている場合

maxsin F …

る鉛直方面の

れによる変動

に作用する流

算定に際して

入工法による

置水深、係留

……………

5-2-1 の値）

射影面積（m

（m/s） 

魚礁の作用力

の係留張力は

………………

の流体力 

動力 

流体力 

は、式 15-3

荷重を考慮し

留基礎の形状及

………………

2） 

 

力図 

は、式 15-3-2

……………（

-26 により求

しておく必要

及び重量、さ

……………

26 により算出

（式 15-3-26）

求まる設置後

要がある。投

さらに投入状

（式 15-3-25

出される。 

 

後の係留力

投入工法に

状況などに

）
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TM

φ

N,FW

FF,FK

F



 

 
4)

 

 
 部（4）

「本

 
3.6 浮

浮沈式

編 3.4 
中層型浮

 
 

 
 

よって変化

) 中層型浮魚

ートブロ

T
W M

ここに、

W ：ブ

MT ：係

 ：係

：ブ

sF ：滑

 

なお、把

部材の安全性

本編 3.4 表層

浮沈式表層型

式表層型浮魚

表層型浮魚礁

浮魚礁の性能

化するため、そ

魚礁の係留基

ックが用いら


g

F

G

sM
















01

sin

 

ブロックの質

係留索最大張

係留索の鉛直と

ブロックと海底

滑動に対する

図15-

把駐力式の場合

性の照査 

層型浮魚礁の

型浮魚礁の性

魚礁は急潮時に

礁の性能照査

能照査」）に準

 

それらの状況

基礎は、重力

られ、ブロッ



g
g

G





 cos ……

量（t） 

張力（kN）

とのなす角

底基盤との摩

る安全率で 1.2

-3-9 係留基

合については

の性能照査」

性能照査 

に没する表層

査」）に準じて

準じて照査す

 

況に応じて個

力式である場

ックの安定質

………………

摩擦係数 

2 とする 

基礎（ブロ

は、表層型浮

に準拠するこ

層型浮魚礁で

て照査する。

る。 

個別に検討する

場合が多い。重

量は、次式で

………………

ック）に作用

浮魚礁を参照し

ことができる

であり、通常時

没水時は中層

るとよい。 

重力式の場合

で算定してよ

……………（

用する力 

してよい。 

る。 

時は表層型浮

層型浮魚礁の

合は、一般に

よい。 

式 15-3-27）

 

浮魚礁の性能照

の性能照査（

にコンクリ

 

照査（「本

「本編 3.5 
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